
地方創生と佐久の可能性

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部

地方創生総括官 山崎史郎
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Ⅰ．地方創生の基本方向
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◇日本が「人口大変動期」を迎えたことが背景

◇このまま推移すれば、地方の多くが衰退・
消滅しかねない。
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「人口減少・地域多様化時代」の到来

『人口減少』を克服し、地方を創生させる

地方創生は、日本創生

◎なぜ、「地方創生」なのか



出生数及び合計特殊出生率の推移

資料：厚生労働省「平成27年 人口動態統計月報年計」等

○ 出生数・出生率は、1970年代半ばから長期的に減少傾向。

○ 合計特殊出生率は、人口置換水準（人口規模が維持される水準）の2.07を下回る状態が、1974年
以降、40年以上続いている。
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◆出生率は、平成26年に比べて０．０４ポイントの上昇。１．４５を超えたのは、

1994年の１．５０以来、２１年ぶり。

◆出生数は、平成26年（約100万3500人）に比べて約２千人の増加。
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◎平成27年の合計特殊出生率は１.４６に上昇。
年間出生数も約100万5700人に増加。

平成27（2015）年出生率・出生数の概況（2015年5月23日厚生労働省発表）

◎年齢別に見ると、30～34歳の出生増加が大きい。

◆出生率は、24歳以下では低下しているのに対して、25歳以上は上昇。

30～34歳の出生率の上昇幅が最も大きい。

◆出生数は、29歳以下では減少しているのに対して、30歳以上は増加。

30～34歳の出生数の増加が最も大きい。

◎人口減少をめぐる状況は、依然として厳しい。

◆１５～４９歳の女性人口は、平成26年より約２６万人減少（約２,５４１万人）。

◆平成27年の婚姻件数は、平成26年より約８,７００組減少（約６３万５千組）。



平成27（2015）年の都道府県別の出生率

資料：厚生労働省「平成27年 人口動態統計月報年計」 6

出生率上位自治体 出生率下位自治体

1 沖縄 １．９４ 41 埼玉、

神奈川、
大阪

１．３４

2 島根 １．８０ 44 宮城 １．３１

3 宮崎 １．７２ 45 北海道 １．２９

4 鳥取 １．６９ 46 京都 １．２６

5 熊本 １．６８ 47 東京 １．１７

増加幅上位自治体

1 島根 + 0.14

2 鳥取、
徳島

+ 0.09

4 福井、

奈良、
沖縄

+ 0.08

長野県 1.54→1.58



○ 今後人口減少が加速度的に進行する見込み。2020年代初めは年60万人、2040年代
は年100万人の減少。

2010年 2040年 2060年 2090年 2110年

総人口
12,806

万人
10,728

万人
8,674

万人
5,727

万人
4,286

万人

老年人口
（65歳以上）
高齢化率

2,948
万人
23.0%

3,868
万人
36.1%

3,464
万人
39.9%

2,357
万人
41.2%

1,770
万人
41.3%

生産年齢人口
（15～64歳）

8,174
万人

5,787
万人

4,418
万人

2,854
万人

2,126
万人

年少人口
（～14歳）

1,684
万人

1,073
万人

791
万人

516
万人

391
万人

将来推計人口【中位推計-合計特殊出生率1.35】

日本の将来人口動向

（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
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（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将
来推計人口（平成24年1月推計）」より作成。
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○ 地域によって人口の「減少段階」は大きく異なる。東京圏や大都市などは「第１段階」にあるのに対
して、地方はすでに「第２・３段階」になっている。

地域によって異なる将来人口動向

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」より作成。
２．上記地域別将来推計人口の推計対象となっている市区町村について、カテゴリー（人口５万人以下の市区町村は2010年の人口規模、中核市・特例市は平成26年4月1日現在、過

疎地域市町村は平成26年4月5日現在でみたもの）ごとに総計を求め、2010年の人口を100とし、2040年の人口を指数化したもの。
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佐久市の人口動向①（「佐久市人口ビジョン」より）
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佐久市の人口動向②（「佐久市人口ビジョン」より）



11

佐久穂町の人口動向（「佐久穂町人口ビジョン」より）



人口移動の状況

○ これまで３度、地方から大都市（特に東京圏）への人口移動が生じてきた。

第１人口移動期
(1960～1973

(オイルショック))

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
（注）上記の地域区分は以下の通り。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第１人口
移動均衡期
(1973～1980)

第２人口移動期
(1980～1990年代

(バブル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

第３人口移動期
(2000～)

大阪圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.1万人

6.3万人

-65.1万人
地方圏からの転出超過ピーク

10.9万人

－1.2万人

－0.1万人

－9.7万人

東京圏
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住民基本台帳転入超過数（三大都市圏・他道県合計）

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

東京圏への転入超過

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）

東京圏 （東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県合計）
名古屋圏（愛知県 岐阜県 三重県合計）
大阪圏 （大阪府 兵庫県 京都府 奈良県合計）

万人

転

入

転

出

○ 東日本大震災後に東京圏への転入超過数は減少したが、2013年は震災前の水

準を上回っており、その後も東京圏への転入は拡大している。
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※東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県の合計。

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）

人

2010年 201１年 2012年 2013年

転

入

転

出

○ 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大

学進学時の転入が考えられる。

2014年 2015年

東京圏への転入超過（2010年－2015年、年齢階級別）
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地域ブロック別転入超過数（2015年）（男女別・年齢階級別）
ー 東京圏 ー

（人） （人）

資料：住民基本台帳の人口移動のデータに基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。
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地域ブロックの区分は下記のとおり。
北海道：北海道 ／ 東北：青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島 ／ 北関東：茨城，栃木，群馬 ／ 東京圏：埼玉，千葉，東京，神奈川
中部：新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，静岡，愛知 ／ 関西：三重，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
中国：鳥取，島根，岡山，広島，山口 ／ 四国：徳島，香川，愛媛，高知 ／ 九州・沖縄：福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄 15



東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（2015年）

16資料：住民基本台帳の人口移動のデータに基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。
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東京圏への転入超過数上位６９団体 自然増減率、社会増減率

第９回まち・ひと・しごと創生会議
増田委員提出資料 17
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佐久市の人口の自然増と社会増の動向（「佐久市人口ビジョン」より）
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佐久市の人口の社会移動の動向①（「佐久市人口ビジョン」より）

佐久市 下関市
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佐久市の人口の社会移動の動向②（「佐久市人口ビジョン」より）
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佐久市の人口の就業動向（「佐久市人口ビジョン」より）
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佐久穂町の人口動向①（「佐久穂町人口ビジョン」より）
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佐久穂町の人口動向②（「佐久穂町人口ビジョン」より）
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佐久穂町の人口動向③（「佐久穂町人口ビジョン」より）



25

Ⅰ．人口減少問題
の克服
◎2060年に１億人程度の
人口を確保
◆人口減少の歯止め
・国民希望出生率＝1.8

◆「東京一極集中」
の是正

Ⅱ.成長力の確保
◎2050年代に実質GDP

成長率1.5〜２%程度
維持

（人口安定化、生産性向上
が実現した場合）

中長期展望（2060

年を視野）

「しごと」と「ひと」の好循環作り

基本目標（成果指標、
2020年）

①地域産業の競争力強化（

業種横断的取組）

②地域産業の競争力強化（

分野別取組）

③地方への人材還流、地方

での人材育成、雇用対策

「小さな拠点」の形成、
地域連携、

中古・リフォーム市場

①「小さな拠点」形成支援

②経済・生活圏の形成（地域

連携）

③大都市圏の暮らしの確保

④既存ストックマネジメント

地方の安定した雇用を創出
◆若者雇用創出数（地方）：2020年ま

での５年間で30万人

◆若い世代の正規雇用等割合
◆女性の就業率

長期ビジョン

地方への新しいひとの流れ
◆地方・東京圏転出入均衡(2020年)

・地方→東京圏転入 ６万人減
・東京圏→地方転出 ４万人増

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019年度の５か年）

若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる
◆第１子出産前後女性の継続就業率
◆結婚希望実績指標 80%
◆夫婦子ども数予定実績指標95%

時代に合った地域をつくり、地
域を連携
◆地域連携数など

農林水産業:市場10兆円：
就業者５万人創出

訪日外国人旅行消費額３
兆円雇用者８万人創出

中核・中核企業候補1,000

社支援：雇用者８万人創出

地方移住の推進
移住あっせん 11,000件

企業の地方拠点強化
7,500件、雇用者４万人増

地方大学等活性化：自県
大学進学者割合平均36%

若い世代の経済的安定：
若者就業率78%

妊娠・出産・子育ての切
れ目のない支援

ワーク・ライフ・バランス

主な重要業績評価指
標（KPI）

好循環を支える、まちの活性化

主な施策

①若者雇用対策の推進、

②結婚・出産・子育て支援

③ワーク・ライフ・バランス

①地方移住の推進

②地方拠点強化

③地方大学等創生５か年戦

略

「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像
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「地方人口ビジョン」「地方版総合戦略」の意義

１．地域の現状・将来に関するデータ分析ー「分析企画」
・客観的データに基づく戦略策定 「地方版人口ビジョン」

・行政と地域住民の意識共有 「地域経済分析システム」

２．「積極戦略」と「調整戦略」の同時対応ー「複眼思考」
・「積極戦略」：人口減少に歯止めをかける（人口流出防止、出生率向上)

・「調整戦略」：人口減少に対応する（効果的・効率的な行政・まちづくり）

３．地域の「産官学金労言」の参画ー「調整結集」
・政策の「縦割り」を排除して、各分野の政策・事業・人材を結集

・幅広い各層（外部人材も）の意見汲み上げ、産業・学界・金融・労働・言論

・「縦割り」の排除⇒各分野の政策・事業の「組み合わせ」

４．「数値目標」設定とＰＤＣＡサイクル徹底ー「成果重視」
・５年先の「数値目標（成果目標）」設定。その後、毎年効果検証を行い、

的確な政策見直し

・「予算重視」と「決算・成果重視」

５．「地域間連携」と「圏域形成」
・広域圏などで市町村が連携、個別事業（広域観光、都市農村交流）での連携

・自治体内の「集落生活圏域」の維持

「地方人口ビジョン」及び「地方

版総合戦略」の策定プロセス

＜地方人口ビジョン＞

○人口の現状分析

○人口の将来展望

＜地方版総合戦略＞

○基本目標（成果目標）

○ＫＰＩ（重要業績評価指

標）

○各分野の施策



まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019年度）

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年（平成２８）年度
２０１７
年度

２０１８
年度

２０１９
年度

取組の準備 戦略策定と政策深化 地方創生の本格展開

◆まち・ひと・しごと創
生法の成立

◆国の総合戦略策定

◆地方版総合戦略の
策定

◆総合戦略改訂（2015）

◆「基本方針２０１６」の策定
総合戦略の改訂（2016年末）

１．政策の基本方針

２．国と地方の取組体

制とPDCA整備

３．政策の基本目標と

政策パッケージ

●人口減少の進行

●東京一極集中の加速

●地方と都市の経済格差

１．地方創生の深化

（政策メニューの拡充）

２．地方支援の強化

（地方創生・３本の矢）

・情報支援

・人的支援

・財政支援

● 人口減少の歯止め

● 東京一極集中の是正

● 地方経済の活性化

①各分野の政策の推進
各分野の政策の実行・拡充を図る
１ ローカル・アベノミクスの実現
２ 地方への新しい人の流れ
３ 地域の実情に応じた働き方改革
４ まちづくり・地域連携・集落圏維持

②地域特性に応じた戦略の推進
地域特性に応じた戦略・事業の強化を図

る

③多様な地方支援

情報・人材・財政面から支援する

地方創生をめぐる現状 基本目標

地方創生の本格展開
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◆ローカルブランディング
・日本版ＤＭＯ、地域商社等

◆ローカルイノベーション

・日本型イノベーション・エコシステム、若者の
創業支援

◆ローカルサービス生産性向上

・ＩｏＴの戦略的活用（地方版IoT推進ラボ等）、
サービス生産性向上（経営人材育成等）、
対日直接投資（JETROの活用等）

◆地方を先導する人材育成

・地方創生カレッジ、プロフェッショナル人材

◆「創り手」となる組織作りの支援

・組織体制や、ＰＰＰ・ＰＦＩを含めた資金調達等
の側面から組織形成を支援

地域のしごと創生
ーローカル・アベノミクスの実現ー

各分野の政策の推進

地域へのひとの流れ

◆企業の地方拠点強化

◆政府関係機関の地方移転

◆「生涯活躍のまち」の推進

地域の実情に応じた働き方改革

◆「地域働き方改革会議」における取組支援

◆先進的な取組普及のためのメニュー整備

・地域働き方改革への「包括的支援」・「アウトリー

チ支援」・「地方就労・自立支援」など

・「地方創生インターンシップ」の推進

・地方就職支援の奨学金、勤務地限定社員の普及

まちづくり・地域連携・集落圏維持

◆稼げるまちづくり ◆コンパクト・プラス・ネットワーク ◆連携中枢都市圏

◆定住自立圏 ◆集落圏維持のための「小さな拠点」・地域運営組織
28



Ⅱ．佐久の「健康長寿」ブランド
と「生涯活躍のまち」
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都道府県別の高齢者人口（７５歳以上）の推移
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※ 第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）
高橋教授提出資料

○今後、三大都市圏の高齢化が急速に進む。特に東京の近郊市の高齢化が顕著。

（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」

・2010 ⇒ 40年 ７５歳以上増減率 ・2010 ⇒ 40年 東京周辺の７５歳以上人口増減率

大都市圏の高齢化問題の顕在化
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将来の医療介護需給見通し（民間試算）

今後の高齢化や人口減少の動向を踏まえた2040年の将来推計（民間試算）によると、
各地域によって医療介護の需給見通しは大きく異なってくる。

※ 第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）
高橋教授提出資料

医療介護の余力

（余裕のある地域）
・・・医療も介護も余裕

（高齢者微増or減少）
・・・医療は余裕

介護はやや余裕
裕 ・・・医療は余裕、介護は

平均レベル
（厳しくなる地域）

・・・医療も介護も厳しく

・・・介護が特に厳しく

・・・医療が厳しく

現在の資源レベルと需要予測をもとに 各
地域の将来の医療介護の余力を評価
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◎地方創生の観点から、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り住み、地域の住民（多世代）
と交流しながら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができる地域づく
りを目指す。

１．中高年齢者の希望に応じた住み替えの支援
・東京圏等大都市から地方への移住にとどまらず、地域内で近隣から「まちなか」に住み替えるケースも想定。
・入居者は、中高年齢期の早めの住み替えや地域での活躍を念頭に置き、50代以上を中心。
・移住希望者に対し、きめ細やかな支援（事前相談、お試し居住など）を展開。

２．｢健康でアクティブな生活｣の実現
・健康時からの入居を基本とし、健康づくりや就労・生涯学習
など社会活動への参加等により、健康でアクティブな生活を
目指す。

３．地域住民（多世代）との協働
・地域社会に溶け込み、入居者間の交流のみならず、地域の若

者等多世代との協働ができる環境を実現。大学等との連携も。

４．｢継続的なケア｣の確保
・医療介護が必要となった時に、終末期まで尊厳ある生活が送

れる「継続的なケア」の体制を確保。

５．地域包括ケアとの連携
・受入れ自治体において、地域包括ケアとの連携の観点から、入居者と地元住民へのサービスが一体的に提供さ
れる 環境を整備（既存福祉拠点の活用、コーディネーター兼任等）することが望まれる。
空き家など地域のソフト・ハード資源を積極的に活用することも。

※ 米国等では、高齢者が健康時から介護・医療が必要な時期まで・継続的なケアを受けながら、生涯学習や社会活動に参加できる地域共同体（Continuing Care 

Retirement Community)が普及

主として要介護状態
になってから選択

居住の
契機 健康時から選択

高齢者はサービスの
受け手

高齢者
の生活

仕事・社会活動・生涯学
習などに積極的に参加
（支え手としての役割）

住宅内で完結し、
地域との交流が少ない

地域と
の関係

地域に溶け込んで、
多世代と協働

従来の高齢者施設等 「生涯活躍のまち」構想

「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の基本コンセプト
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「生涯活躍」の具体的なイメージ

○元気な高齢者が「活躍」するためには、個人のスキルを活用するという視点と、新しい生き
方・人生を開いていくという視点が考えられる。

○「生涯活躍のまち」構想を推進する地域においては、入居者のスキルを活かすような、また、
ポテンシャルを開かせるような地域資源とのマッチングと活動プラン作りが重要となる。

個
人
の
希
望
に
応
じ
た
活
躍
の
実
現

今までの人生で得られたスキ
ル・教養・経験を活かす
例）事務スキル、経営コンサルタント、
教育、医療分野、スポーツのコーチ、
観光ガイド、通訳、翻訳、ＩＴ、育
児・子育て、料理、手芸 等

「第二の人生」として新たな
暮らし方を開きたい
例）農業、園芸、工芸（地域の特産品、
伝統）、スポーツ（地域の特性・資源
を活かした種目）、ボランティア活
動・地域活動への参加 等

健康づくり（介護予防等）

個人のスキルの活用

個人のポテンシャルの開拓

（
健
康
時
か
ら
選
択
）

元
気
な
高
齢
者

例）農地、スポーツ
環境など

例）産業、文化、伝
統、地域活動など

例）小中高、大学、
生涯教育など

例）児童、障害者、
高齢者など

地域資源

自然環境

社会環境

要支援者

文教施設

例）農業、地元
中小企業

例）大学等の講
座、資格取
得

例）育児・子育
て、介護、
地域活動な
ど

活動

就労

生涯学習

社会参加

マ
ッ
チ
ン
グ
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

（出所：第９回 日本版ＣＣＲＣ構想有識者会議（平成27年10月30日）） 34



＜住宅・施設＞
・児童入所施設
・学生向け住宅
・産前・産後ケア施設
・サービス付高齢者向け住宅 等

シェア金沢（石川県金沢市）

○シェア金沢を2014年に開園。複合型の福祉タウンであり、高齢者、障害者、学生が住み、かつ、コミュニティレス
トラン等を併設したまちづくりを形成。様々な人が混在して住むということを実践している。

＜コミュニティ施設＞
・温泉
・コミュニティレストラン

・デイサービス・生活介護・訪問
介護

＜施設等＞
・児童入所施設
・児童発達支援センター
・学童保育施設
・自然学校
・グランド（全天候型） 等

＜住宅＞
・学生向け住宅
・サービス付高齢者向け住宅
等

＜店舗等＞
・ショップ

（日用品、・生活雑
貨）

・バー
・キッチンスタジオ

・ボディケアサロン
等

（出典）sｈaｒｅ金沢ＨＰ

■事業概要
名称：Share（シェア）金沢
運営主体：社会福祉法人 佛子園
事業開始：2014年4月～
サービス付き高齢者向け住宅：32戸
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生涯活躍のまち形成支援チームについて
○「生涯活躍のまち」構想を推進する意向のある地方自治体の取組を通じて、地域における課題やニーズを把
握・検討し、必要に応じて政策支援等に反映していくことで、「生涯活躍のまち」構想に関する事業の具体化
に向けた取組の普及・横展開を図るため、内閣官房に「生涯活躍のまち形成支援チーム」を設置
（H28.3.11）

※検討するテーマ等に合
わせて有識者や事業者
に参画を依頼する場合
がある

オブザーバー
（事業者等）

生涯活躍のまち
形成支援チーム

都道府県・市町村
（検討の対象とする地方自治

体）

内閣官房
まち・ひと・しごと
創生本部事務局

厚生労働省

経済産業省

国土交通省

文部科学省

構想の実現・普及に
向けた更なる政策支援等

地方自治体
・

関係事業者等
相談等

反映

情報
提供

※必要に応じて他省庁
の追加がありうる。

政策現場におけ
るニーズ・課題
等の把握・検討

検討成果の波及・横展開
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今回支援チームの対象とする地方公共団体（先行事例）の構想

◎福岡県北九州市

◎新潟県南魚沼市

◎鳥取県南部町

◎岩手県雫石町

◎長野県佐久市

◎石川県輪島市

※支援チームの検討状況や地方公共団体の構想の具体化等を踏まえ、対象を追加予定

◎山梨県都留市
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長野県佐久市
◆特徴 ~｢愛され」｢褒められ」｢期待され」「期待に応える」幸福のサイクルを実現~

▶自然に囲まれた生きがい豊かな「臼田地区（農村型）」と都市機能が集約
した「佐久平駅周辺地区（都市型）」での事業化を目指す

▶まず、臼田地区から、既存ストック（公営住宅、空き家など）を活用し住
まいの提供を目指すとともに、近隣の看護学校の学生等との混住も検
討。また、地域拠点として整備する健康活動サポートセンターの活用を
検討

▶JR東日本や県と連携した移住推進事業や「移住体験住宅」の運用など、
積極的な移住推進施策を通じ、大都市からの呼び込みを図る

▶佐久総合病院等と連携し、地域に根付いた健康づくりメニューを移住者に
も提供して「世界最高健康都市構想実現プラン」を推進し、健康づくり
推進型生涯活躍のまちを実現する

【基礎データ等】
・人口：99,616人（H28.3.1）

・「佐久市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に「佐久市における生涯活躍のまち（日本版CCRC）の構築」を位置づけ

・「佐久市生涯活躍のまち構想」を策定。

・臼田地区生涯活躍のまち事業化検討委員会を設置済み。（まちづくり関係団体、病院、農協、金融機関、大学、社会福祉協議会など）

＜事業全体イメージ＞

＜想定される対象地＞（※臼田地区）

38

公営住宅

空き家



◆特徴

▶町有地（14ha）を小岩井農場及び近隣地区（団地・小学校）に溶け込ま
せつつ、取組を推進

▶運営推進を担う主体として、官民連携の下、株式会社コミュニティライフ
しずくいしを設立

▶住まいと併せて、障害者グループホームなどの福祉施設、食堂などコミュ
ニティ施設、農業を通じた就労の場（ハウス、ガーデン等）、絵本ライ
ブラリー、子供の遊び場などを順次整備し、多世代交流を図る

【基礎データ等】
・人口：17,352人（H27.12.31）

・「雫石町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に「生涯活躍のまち」（雫石町版CCRC）推進事業の展開を位置づけ。

・町有地活用モデルプロジェクトを策定。

・まちづくり会社設立準備会を設置済み。（(株)コミュニティネット、早稲田大学都市・地域研究所など）

岩手県雫石町

＜想定される対象地＞

＜事業全体イメージ＞
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◆特徴

▶施設（診療所、保育所等）が集積する県立公園周辺に移住向け、国際大学に

ミドル・ロングステイ用向け施設を整備

▶移住者には留学生やその家族との交流、サポート、地域の英語・国際理解教

育の担い手としての役割を期待

▶国際大学と連携し、国際文化のあふれるコミュニティを目指す

▶共用施設を地域に開放するほか、地域資源を生かしたアクティビティ（農業

体験、登山、スキー）でも地域と多様に交流

▶ゆきぐに大和総合病院等を活用しながら、医療福祉連携の下、地域の力を活

かした健康づくり・ケアを展開

【基礎データ等】
・人口：58,513人（平成28年４月）

・「南魚沼市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に、「メディカルタウン構想、CCRC構想に基づく産業振興」を位置づけ。

・南魚沼版CCRC構想を策定。

・南魚沼版CCRC推進協議会を設置済み。（国際大学、地元企業、金融機関など）

＜想定される対象地＞

新潟県南魚沼市
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＜事業全体イメージ＞

国際大学

八色園（特養、ディサービス）

北里大学保健衛生専門学院

ゆきぐに大和病院

魚沼基幹病院
浦佐認定こども園

県立国際情報高校

萌気園（診療所）

市立大和中学校

市立浦佐小学校

ＪＲ浦佐駅

大和ＳＩＣ

グローバル ＩＴパークパーク

（市役所大和庁舎）

萌気園（通所リハビリセンター）

2016.4.19

南魚沼版CCRC[計画地域 資料

南魚沼市総務部地方創生推進室

八海山麓スキー場

サイクリングターミナル

県立公
園

国際大
学


